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手話言語条例制定状況

制定（22市9町）

準備（4市）

※行政また議員とともに準備委員会設立に

入ったことを表す

2020年3月31日現在
計31市町
県全体 49.2％

全国手話言語市区長会状況

入会（条例制定市町村）

入会

未入会（条例制定市町村）

2020年3月31日現在
28市1町入会
県全体46.0％
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1 2 3 4 5 6 7
加須市 越谷市 久喜市 八潮市 三郷市 蓮田市 吉川市
県東 県東 県東 県東 県東 県東 県東

1 113,043人 344,528人 153,000人 92,000人 142,493人 61,570人 73,050人

2 2018年10月3日 2018年3月16日 2017年3月17日 2018年9月21日 2016年12月9日 2017年12月18日 2019年12月10日

3 2019年1月1日 2018年3月20日 2017年4月1日 2018年9月21日 2017年4月1日 2018年1月1日 2020年4月1日

4
加須市ともに生きる

手話言語条例
越谷市手話言語条例 久喜市手話言語条例 八潮市手話言語条例

三郷市こころつながる
手話言語条例

蓮田市手話言語条例 吉川市手話言語条例

5 設置 ある ある ある 無い ある 無い

6 委員会名称
加須市手話言語条例の制

定に向けた調整会議
意見交換会 久喜市手話言語懇談会

三郷市障がい者地域支援
協議会コミュニケーション

推進部会
7 委員数 8人 10人 10人 7 人

8 委員選出団体

支会・通研 支会、サークル、手話通訳
者団体、手話通訳者・要
約筆記者派遣事務所、行
政担当職員（障害福祉
課、指導課、教育セン

久喜支会、サークル、民生
委員、社協

支会、サークル、相談支援
センター、地域包括支援セ
ンター、就労移行支援事
業所

9 事務局 障がい者福祉課 福祉部　障害福祉課 障害者福祉課 障がい福祉課

10 開催頻度 年4回 年6回 年3回 年10～12回

11 広報への掲載 ある ある ある　（１回のみ） ある ある 無し

12 掲載内容

加須市ともに生きる手話
言語条例の概要

手話啓発冊子　手話しゅ
わいいね！！で、もっと
知って手話のこと
共に生きることのできる社
会の実現を目指して　越
谷市手話言語条例を制定

手話のあいさつ 八潮市手話言語条例を制
定

「三郷市こころつながる手
話言語条例」制定、手話
は言語

13 ホームページへの掲載 ある ある ある ある 無し 無し

14 掲載内容
手話言語言語条例の制定
について

色々 手話をやってみましょう
（手話動画の配信）

条例、手話単語、条例の
概要

15 パンフレットの発行 無い ある 無い ある ある 無い

16 リーフレットの発行 無い 無い ある 無い ある 無い

17 ポスターの発行 ある 無い 無い 無い ある 無い

18 チラシの発行 ある 無い 無い 無い 無い ある

19 手話体験教室の実施 ある ある ある　（恒例イベント） ある ある ある

20 手話イベント ある ある ある 無い ある 無い

21 内容

映画「ゆずり葉」上映会 特別講演会、トークショー
など

コミュニケーションについ
て
手話普及リレーキャン
ペーン（久喜東小）

聴覚障害者理解推進セミ
ナー

22 小学校手話啓発 無い ある 5～6校／年 ある 12校／年 8校／年

23 中学校手話啓発 無い 無い 無い 無い 2校／年 3校／年

24 病院への啓発 無い 無い 無い 無い ある 無い

25 病院での研修 無い 無い 無い 無い 無い 無い

26 手話言語通訳派遣事業 実施 実施 実施 無い 実施 実施

27 専任手話通訳者 無い いる いる いない いる いない

28 派遣の改善 無い 無い 無い 無い ある 無い

29 具体的な改善内容
夜間、休日等の病院への
手話通訳者派遣

30 手話通訳者の処遇改善 無い 無い 無い 無い 無い 無い

31 具体的な改善内容

32 奉仕員養成講習会の開催 開催 開催 開催 開催 開催 開催

33 厚労省カリキュラム 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎

34 予算 1,079,400円 1,735,500円 1,520,000円 640,000円 960,000円

35 通訳者養成講習会の開催 開催 開催 開催 無い 開催 開催

36 厚労省カリキュラム 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ

37 予算 1,742,000円 960,000円 630,000円

38 遠隔手話サービス 無い 無い ある 無い 無い 無い

39 設置場所

市役所、各総合支所3ヶ
所、社協

40 具体的な内容・課題
タブレット型端末のテレビ
電話機能

41 電話リレーサービス 無い 無い 無い 無い 無い

42 設置場所

43 具体的な内容・課題

44 市町民の変化 ある 無い 無い ある ある ある

45 具体的な変化内容
市民の映画「ゆずり葉」上
映会への参加

奉仕員養成講座受講生の
増加

講習会の申込みが微増
（ただし高齢者がほとん
ど）

46 行政の変化 ある ある ある ある ある ある

47 具体的な変化内容

担当課の意識の変化はあ
るが他は感じられない

手話が言語であることを
認識している人が増えて
いる

2020年度より高齢大学に
手話関係導入計画

障がい課が以前より積極
的になった

イベント時の手話通訳の
確保、ワンポイント手話講
座

職員対象手話講習会の開
催

48 学校の変化 無い ある 分からない 無い ある ある

49 具体的な変化内容
パンフレットのおかげで手
話に興味を持つ児童が増
えている

福祉体験教育の開催回数
が増加した。学校の姿勢
に熱意を感じる。

50

手話奉仕員養成講座の基
礎課程を修了した方を対
象に、手話通訳者養成講
座受講へのステップとなる
よう、新たに「フォローアッ
プ講座」を実施

子ども向け夏休み手話教
室（新規）

公民館主催の手話講習会
を開講

51 課題（一年間の課題）

・条例を制定した後の行政
による取り組みが進んで
いないものがある。
・課題の改善に向けて定
期的のに行政との話し合
いの機会を持つ必要があ
る。

・タブレット型端末のテレビ
電話機能について、個人
からスマホを使えない。利
用の自由が出来ない

・手話言語条例の市民周
知が充分ではない。
・手話講座への参加者を
増やす必要がある

他にもやるべきことがたく
さんあり、現在の規模では
荷が重すぎる。

市町村No
No

その他（施策を行った内容）

市町村名
ブロック

教
育

医
療

意
思
疎
通
支
援

手
話
通
訳
者
養
成

I
C
T
の
活
用

意
識
変
化

人口数
手話言語条例制定日
手話言語条例施行日

手話言語条例名称

専
門
委
員
会

手
話
言
語
の
普
及

施
行
に
向
け
て
、
具
体
的
な
内
容
を
協
議
し
て
い
る
の
で
、

こ
こ
に
回
答
が
で
き
な
い
（

未
実
施
地
域
へ
の
助
言
・
未
実
施
地
域
に
て
回
答

）
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1
2
3

4

5 設置

6 委員会名称

7 委員数

8 委員選出団体

9 事務局
10 開催頻度
11 広報への掲載

12 掲載内容

13 ホームページへの掲載

14 掲載内容

15 パンフレットの発行
16 リーフレットの発行
17 ポスターの発行
18 チラシの発行
19 手話体験教室の実施
20 手話イベント

21 内容

22 小学校手話啓発
23 中学校手話啓発
24 病院への啓発
25 病院での研修
26 手話言語通訳派遣事業
27 専任手話通訳者
28 派遣の改善

29 具体的な改善内容

30 手話通訳者の処遇改善

31 具体的な改善内容

32 奉仕員養成講習会の開催
33 厚労省カリキュラム
34 予算

35 通訳者養成講習会の開催

36 厚労省カリキュラム
37 予算
38 遠隔手話サービス

39 設置場所

40 具体的な内容・課題

41 電話リレーサービス
42 設置場所

43 具体的な内容・課題

44 市町民の変化

45 具体的な変化内容

46 行政の変化

47 具体的な変化内容

48 学校の変化

49 具体的な変化内容

50

51 課題（一年間の課題）

市町村No
No

その他（施策を行った内容）

市町村名
ブロック

教
育

医
療

意
思
疎
通
支
援

手
話
通
訳
者
養
成

I
C
T
の
活
用

意
識
変
化

人口数
手話言語条例制定日
手話言語条例施行日

手話言語条例名称

専
門
委
員
会

手
話
言
語
の
普
及

8 9 10 11 12 13 14
川越市 東松山市 朝霞市 富士見市 坂戸市 ふじみ野市 三芳町
県西 県西 県西 県西 県西 県西 県西

350,000人 90,348人 141,677人 111,620人 101,003人 114,306人 38,204人

2018年6月29日 2019年6月25日 2015年9月24日 2015年12月15日 2019年9月19日 2016年12月22日 2015年12月10日

2018年6月29日 2019年6月28日 2016年4月1日 2015年12月15日 2019年9月30日 2016年12月22日 2015年12月10日

川越市手話言語条例 東松山市手話言語条例 朝霞市日本手話言語条例 富士見市手話言語条例 坂戸市手話言語条例 ふじみ野市手話言語条例 三芳町手話言語条例

設置はあるが、詳細活動
はまだ

ある 無い ある 無い 無い ある

未定 検討中
富士見市障害者施策推進
協議会　権利擁護コミュニ

ケーション部会

委員会は設置しないが、
話し合いは実施可。

富士見市障害者施策推進
協議会　権利擁護ｺﾐｭﾆｹｰ

ｼｮﾝ部会
未定 検討中 12人 6人 12人

未定 検討中 支会、サークル、市内障害
者団体、派遣運営委員、
社協、公募

支会、手話サークル、市登
録手話通訳者班

支会、サークル、市内障害
者団体、派遣運営委員、
社協、公募

障害者福祉課 障害者福祉課 障がい福祉課 障がい福祉課

未定 検討中 年3回 年2回 年3回
ある 無し ある ある ある 無し ある

手話言語条例について告
知、手話単語イラストの掲
載等

条例の趣旨など内容 手話のAR動画 条例の概要、インタビュー
記事、会長コメント

制定までの経過、手話は
言語であるということ、推
進方針

ある 無し ある ある ある ある ある
広報　川越の掲載PDF
や、手話言語条例動画等

条例の趣旨や、条例の本
文内容

条例の概要、条例の概要
のチラシ

条文・制定日・施行日 手話のAR動画

ある 無し 無い ある 無い 無い 無い

ある 無し ある ある 無い 無い 無い

ある 無し 無い ある ある　（横断幕） 無い 無い

無い 無し 無い ある ある ある 無い

無い 無し 無い ある ある ある ある

ある 予定 ある ある 無い 無い ある
手話言語条例記念講演
（毎年1回）

手話を知る講演会、聴こえ
の講演会

2校／年 無し 5校／年 ある ある 8校／年 ある

無い 無し 無い ある 無い 3校／年 ある

無い 無し ある 無い 無い 無い 無い

無い 無し 無い 無い 無い 無い 無い

実施 ある 実施 実施（広域） ある 実施 実施（広域）

いる いる いる いる いる いる いる

無い ある ある ある 不明 無い ある
働き方改革 議会や学校などの公の場

が手話通訳を依頼して準
予算が上がる 予算が上がる

無い ある ある ある 無い 無い ある
人材 専任通訳者の身分保障、

報酬改善
専任増員、待機通訳、通
訳料アップ（2時間の場合）

専任増員、待機通訳、通
訳料アップ（２時間の場

開催 開催 開催 開催（広域） 開催 無い 開催（広域）

入門・基礎 入門　・　基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎

720,000円 1,000,000円 730,000円 1,521,480円 ←富士見市に含む

開催 無し 開催 開催 開催 ある 開催

通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ 準備コース 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ

120,000円 630,000円 1,099,978円 ←富士見市に含む

無い 無し 無い ある 無い 無い ある
市役所、社協 市役所

利用者個人と派遣事務所
間でビデオ通話ができな
い

福祉課から貸与されてい
るタブレットを持っている
人だけが遠隔可能

無い 無し 無い 無い 無い 無い 無い

無い 無し ある ある 不明 無い ある
まだ目立つ変化はなし 手話サークル加入が増え

た
以前より聞こえない人、手
話、通訳者が知られるよう
になった

以前と比べ手話、手話通
訳者が知られるようになっ
た

ある 無し ある ある ある 無い ある
市職員の、聴覚障害者に
対する態度が以前より理
解あるものになった

予算が増えた 講演会など啓発のために
通訳依頼がくるようになっ
た

手話言語条例を意識した
取り組みを進めている。
手話言語市区長会に入会
した。
市障害者福祉計画策定に
向けて、手話に関するアン
ケートを実施した。

講演会など啓発のために
通訳依頼がくるようになっ
た

無い 無し 無い 無い 不明 無い ある
今年度末に学校の校長向
けに具体的なPRをしたば
かり

福祉教育での手話体験講
座

今年度は施策に関する懇
話会等を開く余裕がなく、
手話講座や手話講習会の
運営整備の方を先に着
手。また、2月に市民向け
に手話言語条例制定イベ
ントを開催した。

市役所職員の研修 あいサポート運動との併
用により、手話言語条例
の採択が
スムーズになった

あいサポート運動との併
用により、手話言語条例
の採択が
スムーズになった

学校への手話講座や啓蒙
活動をするにあたって、学
校の時間割等の制限があ
り、それに合わせたカリ
キュラムや教材、講義内
容を作らなければならない
のが大変だった。行政が
ハンドブックを作成する方
針を打ち出し、全面的に作
成に関われたため、ハンド
ブックの内容に沿った教材
を作ることができた。しか
し、言語条例の施策内容
に関わるのはほとんどが
役員のため、一般会員も
巻き込んだ活動に発展さ
せるのが難しい。

現在は何となく少しずつ変
わっている。

難聴児への情報保障など
の支援

病院への普及、啓発 現在のチラシをパンフや
リーフレットに変更出来る
ようにしたい
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1
2
3

4

5 設置

6 委員会名称

7 委員数

8 委員選出団体

9 事務局
10 開催頻度
11 広報への掲載

12 掲載内容

13 ホームページへの掲載

14 掲載内容

15 パンフレットの発行
16 リーフレットの発行
17 ポスターの発行
18 チラシの発行
19 手話体験教室の実施
20 手話イベント

21 内容

22 小学校手話啓発
23 中学校手話啓発
24 病院への啓発
25 病院での研修
26 手話言語通訳派遣事業
27 専任手話通訳者
28 派遣の改善

29 具体的な改善内容

30 手話通訳者の処遇改善

31 具体的な改善内容

32 奉仕員養成講習会の開催
33 厚労省カリキュラム
34 予算

35 通訳者養成講習会の開催

36 厚労省カリキュラム
37 予算
38 遠隔手話サービス

39 設置場所

40 具体的な内容・課題

41 電話リレーサービス
42 設置場所

43 具体的な内容・課題

44 市町民の変化

45 具体的な変化内容

46 行政の変化

47 具体的な変化内容

48 学校の変化

49 具体的な変化内容

50

51 課題（一年間の課題）

市町村No
No

その他（施策を行った内容）

市町村名
ブロック

教
育

医
療

意
思
疎
通
支
援

手
話
通
訳
者
養
成

I
C
T
の
活
用

意
識
変
化

人口数
手話言語条例制定日
手話言語条例施行日

手話言語条例名称

専
門
委
員
会

手
話
言
語
の
普
及

15 16 17 18 19 20 21
毛呂山町 川口市 上尾市 伊奈町 熊谷市 行田市 秩父市

県西 県南 県南 県南 県北 県北 県北
34,000人 607,105人 228,300人 44,847人 196,867人 81,187人 62,005人

2019年6月11日 2017年6月26日 2019年3月26日 2018年3月20日 2017年3月21日 2017年12月20日 2017年12月20日

2019年6月11日 2017年6月26日 2019年4月1日 2018年4月1日 2017年4月1日 2018年4月1日 2018年4月1日

毛呂山町手話言語条例 川口市手話言語条例 上尾市手話言語条例
伊奈町人と人とをつなぐ

手話言語条例
熊谷市手話言語条例 行田市手話言語条例 秩父市手話言語条例

ある ある ある ある 無い 無い 無い

手話普及啓発推進会議
上尾市手話言語条例推進

会議
伊奈町手話言語条例に向

けた検討会

15～20人 10人 12人
支会、サークル、障害福祉
課、社協

支会・通研 社協・サークル・町民代表
（ろう者2名）

障害福祉課 障害福祉課 福祉課

年1回 年2回 年6回
ある ある ある 無し ある ある 無し

「広報かわぐち」ワンポイ
ント手話講座

隔月でろう者の手話単語
写真

2018年度に掲載（制定日
に議会会場で記念撮影含
む）

市報　（H29年8月～H30年
3月）

条例の概要と手話の説明

ある ある ある 無し ある 無し 無し
川口市手話言語条例に規
定する施策を推進するた
めの指針等

手話言語条例条文 他、「議会だより」へも2018
年度に制裁

熊谷市ホームページ（手
話言語条例　動画あり）

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

無い ある ある ある 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

ある ある ある ある ある 無い 無い

ある 無い 無い ある 無い ある 無い
手話カフェ なし 夏休みボランティア体験

・ふれあい広場
町主催のイベントへ「きい
ろぐみ」の出演依頼

宅配講座に「手話を知ろ
う」を追加した。

手話リレーキャンペーン

無い 3校／年 2校／年 1校／年 無い 6校／年 5校／年

無い 1校／年 無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

未実施 実施 実施 未実施 実施 実施 未実施

いる いる いる いる

ある 無い 無い 無い
非常勤職員の採用によ
り、専任手話通訳者の負

無い 無い 無い ある
研修の費用弁償を支給、
派遣交通費のガソリン代

開催 開催 開催 開催 開催 開催 開催（ちちぶ定住自立圏）

入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 基礎

200,000円 2,390,000円 2,222,000円 437,000円 1,207,000円

無い 開催 開催 開催 開催 無い 無い

通訳Ⅰ・Ⅱ 通訳Ⅰ・Ⅱ 通訳Ⅰ 通訳Ⅰ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

上記に含む 900,000円 上記に含む 376,000円

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

現在、業者を選定中

無い 無い ある 無い 無い 無い 無い
社協 派遣事務所TEL中継あり

ICTを普及させるためには
全庁的なシステムが不可
欠

無い 無い ある 無い ある 無い ある
あまり変化なし 公民館で手話講習会開催 手話を使う場面が見られ

る
手話に興味を持っ人が増
えた

ある ある ある ある ある 無い ある
手話サロンの設立を推進
してくれた

市が実施する行事等で手
話通訳の要請件数が増加
した。

職員対象の手話講習会の
回数が増えた

公園に「手話看板」の設
置・役場職員へ手話研修
の実施

手話を使う場面が見られ
る

懇談会開催が実現した

無い 無い 無い 無い 無い 無い ある
総合学習の中に手話を導
入しているが、年々、実施
する学校の減少がみられ

総合学習の依頼の数に変
化なし

新たな学校から手話体験
の依頼があった

障害者週間記念事業ハー
トフェスタにて、手話言語
条例施行の横断幕とのぼ
りの展示、あいサポート運
動による手話教室等

町主催の式典等へ手話通
訳付で開催の増加

ろう協会としての取り組み
・中央公民館手話講座
・手話ポスターの作成・掲
示

・全国手話言語市区長会
の未加入
・手話普及啓発推進会議
の委員構成（他課の長や
学識経験者の選出なし）
・全庁的な手話言語推進
施策が不十分

行政としての取り組みがま
だまだ弱い面がある。

条例制定前に予算がない
と、講習会の開催が困難
な時期があったが、条例
制定後は、奉仕員養成の
みではあるが、通年で開
催できるようになったのは
成果として挙げられる。
しかし、行政は「制定する
こと」が目的であり、ゴー
ルという意識の中で、どの
ように行政を巻き込んで条
例を活かしていくのかが課
題。
行政が合理的配慮不足は
否めず、どのように理解を
促していくのかも課題。

施策の推進方針の策定が
実施されていない
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1
2
3

4

5 設置

6 委員会名称

7 委員数

8 委員選出団体

9 事務局
10 開催頻度
11 広報への掲載

12 掲載内容

13 ホームページへの掲載

14 掲載内容

15 パンフレットの発行
16 リーフレットの発行
17 ポスターの発行
18 チラシの発行
19 手話体験教室の実施
20 手話イベント

21 内容

22 小学校手話啓発
23 中学校手話啓発
24 病院への啓発
25 病院での研修
26 手話言語通訳派遣事業
27 専任手話通訳者
28 派遣の改善

29 具体的な改善内容

30 手話通訳者の処遇改善

31 具体的な改善内容

32 奉仕員養成講習会の開催
33 厚労省カリキュラム
34 予算

35 通訳者養成講習会の開催

36 厚労省カリキュラム
37 予算
38 遠隔手話サービス

39 設置場所

40 具体的な内容・課題

41 電話リレーサービス
42 設置場所

43 具体的な内容・課題

44 市町民の変化

45 具体的な変化内容

46 行政の変化

47 具体的な変化内容

48 学校の変化

49 具体的な変化内容

50

51 課題（一年間の課題）

市町村No
No

その他（施策を行った内容）

市町村名
ブロック

教
育

医
療

意
思
疎
通
支
援

手
話
通
訳
者
養
成

I
C
T
の
活
用

意
識
変
化

人口数
手話言語条例制定日
手話言語条例施行日

手話言語条例名称

専
門
委
員
会

手
話
言
語
の
普
及

22 23 24 25 26 27 28
本庄市 鴻巣市 桶川市 北本市 横瀬町 皆野町 長瀞町
県北 県北 県北 県北 県北 県北 県北

78,243人 118,395人 75,359人 66,266人 8,194人 9,677人 7,022人

2017年12月22日 2018年12月20日 2016年12月15日 2018年9月26日 2018年3月9日 2018年3月12日 2018年3月9日

2018年4月1日 2018年12月20日 2016年12月15日 2018年10月1日 2018年4月1日 2018年4月1日 2018年4月1日

　　本庄市手話言語条例 鴻巣市手話言語条例 桶川市手話言語条例 北本市手話言語条例 横瀬町手話言語条例 皆野町手話言語条例 長瀞町手話言語条例

無い 　無い 無い 　無い 無い 無い 無い

ある ある ある 　ある 無し 無し 無し

持田徹氏の紹介、手話の
歴史と課題、ろう者と通訳
者の思い等

あいさつなど簡単な手話
を紹介

手話言語条例について、
手話奉仕員養成講座につ
いて

10月から条例の施行、条
例の内容、「こんにちは・
ありがとう」の手話

ある ある ある ある 無し 無し 無し
条文掲載 条例 手話言語条例について、

手話奉仕員養成講座につ
いて

10月から条例の施行

無い ある ある 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い ある 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

ある 無い ある 無い 無い 無い 無い

ある ある 無い 無い 無い 無い 無い
手話普及リレーキャン
ペーン

手話普及キャンペーンin
鴻巣、青少年健全育成市
民のつどい、のびのび子
育てフェスタ

12校／年 8校／年 無い 　無い 無い 無い 無い

3校／年 3校／年 無い 　無い 無い 無い 無い

無い ある 無い 　無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 　無い 無い 無い 無い

実施（広域） 実施 実施 実施 未実施 未実施 未実施

いる いる いる いる

無い 無い ある 無い
報酬UP

無い 無い ある 無い
　

開催（広域） 開催 開催 開催 開催（ちちぶ定住自立圏） 開催（ちちぶ定住自立圏） 開催（ちちぶ定住自立圏）

基礎 入門・基礎 入門・基礎 入門・基礎 基礎 基礎 基礎

423,000円 794,000円 943,000円 707,000円 ←秩父市に含む ←秩父市に含む ←秩父市に含む

開催（広域） 開催 無い
　無い(従来より隔年開催

継続中)
無い 無い 無い

通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ 通訳Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ

440,000円 1,396,000円 上記に含む

無い 無い 無い 　無い 無い 無い 無い

予算がない、どのように設
置を働きかければ良いか
分からない

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

予算がない、どのように設
置を働きかければ良いか
分からない

ある 無い 無い 無い ある ある ある
　手話講習会参加者の増
加

手話に興味を持っ人が増
えた

手話に興味を持っ人が増
えた

手話に興味を持っ人が増
えた

ある 無い 無い 無い ある ある ある
　手話の普及に向けた施
策推進

市主催の行事に手話通訳
が付くことが多くなった

懇談会開催が実現した 懇談会開催が実現した 懇談会開催が実現した

無い 無い 無い 無い 無い 無い 無い

・市職員対象手話講座開
催、市民対象手話講座開
催、市民大学での手話講
座開催
・ゆるキャラの手話バー
ジョン作製。啓発グッズや
ラインスタンプに使用

市民向け手話体験講座
（年4回）

・講習会手話指導に於け
る聴障会、通研の人材不
足

・施策推進会議設置
・市区町会への参加

市登録手話通訳者が増え
ない。選任手話通訳者が1
人に留まっており、市役所
に赴いても手話通訳出来
る人がいない時が多い。
市民向けの講演会がない
（手話イベント内容は体験
講座のみ）

リーフレットの配布のみ
で、条例の効果がない

施策の推進方針の策定が
実施されていない

施策の推進方針の策定が
実施されていない

施策の推進方針の策定が
実施されていない
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1
2
3

4

5 設置

6 委員会名称

7 委員数

8 委員選出団体

9 事務局
10 開催頻度
11 広報への掲載

12 掲載内容

13 ホームページへの掲載

14 掲載内容

15 パンフレットの発行
16 リーフレットの発行
17 ポスターの発行
18 チラシの発行
19 手話体験教室の実施
20 手話イベント

21 内容

22 小学校手話啓発
23 中学校手話啓発
24 病院への啓発
25 病院での研修
26 手話言語通訳派遣事業
27 専任手話通訳者
28 派遣の改善

29 具体的な改善内容

30 手話通訳者の処遇改善

31 具体的な改善内容

32 奉仕員養成講習会の開催
33 厚労省カリキュラム
34 予算

35 通訳者養成講習会の開催

36 厚労省カリキュラム
37 予算
38 遠隔手話サービス

39 設置場所

40 具体的な内容・課題

41 電話リレーサービス
42 設置場所

43 具体的な内容・課題

44 市町民の変化

45 具体的な変化内容

46 行政の変化

47 具体的な変化内容

48 学校の変化

49 具体的な変化内容

50

51 課題（一年間の課題）

市町村No
No

その他（施策を行った内容）

市町村名
ブロック

教
育

医
療

意
思
疎
通
支
援

手
話
通
訳
者
養
成

I
C
T
の
活
用

意
識
変
化

人口数
手話言語条例制定日
手話言語条例施行日

手話言語条例名称

専
門
委
員
会

手
話
言
語
の
普
及

29 30 31
小鹿野町 美里町 神川町

県北 県北 県北
11,459人 11,215人 13,507人

2018年3月8日 2019年12月13日 2018年12月13日

2018年4月1日 2020年4月1日 2019年4月1日

小鹿野町手話言語条例 美里町手話言語条例 神川町手話言語条例

無い 無し 無い

ある 無し 無し

小鹿野町手話施策推進方
針策定について

ある 無し 無し
小鹿野町手話施策推進方
針

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

ある 無い 無い

無い 無い 無い

ある 3校／年 4校／年

無い 1校／年 1校／年

無い 無い 無い

無い 無い 無い

未実施 実施（広域） 実施（広域）

いる いる

無い 無い

無い 無い
　

開催（ちちぶ定住自立圏） 開催（広域） 開催（広域）

基礎 基礎 基礎

←秩父市に含む ←本庄市に含む ←本庄市に含む

無い 開催 開催

←本庄市に含む ←本庄市に含む

無い 無い 無い

無い 無い 無い

ある 無い 無い
手話体験教室への参加者
が増えた

ある 無い 無い
懇談会開催が実現した 手話の普及に向け、イベ

ントや手話講習会開催を
検討中

ある 無い 無い
授業参観回での親子手話
体験を行った

小鹿野町と小鹿野高校と
の包括連携協定「小鹿野
高校魅力化プロジェクト」
の取り組みのひとつとして
手話体験教室を開催した
(福祉・生活糸列2年生対
象)

施策推進方針の実現に向
けて取り組み



未制定地域への助言  2020年4月現在 1／7

1 2 3 4 5
加須市 越谷市 久喜市 八潮市 三郷市
県東 県東 県東 県東 県東

A 設置 無い 設置 無い 無い

B 設置日 平成28年7月11日

C 委員会名称
久喜市手話言語条例の制

定に向けた検討会

D 委員数 15人

E 委員選出団体
支会・サークル・民生委
員・社協・教育委員会

F 事務局 障害福祉課

G 開催頻度 6ケ月／5回

H 設置 無い 　無い 無い 無い

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

・すでに手話言語条例を
制定している地域の取り
組みなどを参考に行政、
議会側への働きかけが必
要だと思います。

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

6 7 8 9 10
蓮田市 吉川市 川越市 東松山市 朝霞市
県東 県東 県西 県西 県西

設置 設置 設置 無し 無い

2017年6月21日 2019年2月21日 2017年4月

蓮田市手話言語条例制定
に係る検討会

吉川市手話言語条例
検討委員会

仮称　川越市手話言語条
例制定外部懇談会

6人 10人 7人

支会、通研、市障がい者
団体連絡協議会

社協、障害者相談支援セ
ンター、民生委員・児童委
員協議会、学識経験者、
一般市民（公募）、支会、

手話関係団体

障害者団体連絡協議会、
中難協、通研、サークル、

支会

健康福祉部福祉課 障害者福祉課

1ケ月／2回 1～2ケ月／1回 6ケ月／1回

無い 無い 設置 検討中 設置

2016年6月

手話言語条例プロジェクト
チーム

手話通訳派遣事業調整会
議の場に兼ねた

7人

支会、通研、サークル

3ケ月／1回

・他市より遅れているなど
の理由で慌てて制定しな
いほうが良い。
・まず、条例制定後に運用
を担うであろう「障害者福
祉課」との連携を強くして
おかないと制定しても機能
しなくなる。（名前だけの条
例になる）
・行政側は聴覚障害に対
する福祉の面に関しては
多少経験や知識はあって
も、言語面では初めてのこ
とが多いので言語と福祉
をどう結びつけるのかが
わからない、手探りの状態
である。なのでろう者側が
手話言語条例を機能させ
るためのアイディアや材
料、人材などを用意できて
いないと厳しい。「中身は
これから作る」場合は担当
課とこまめな連携が必要
になる（委員会のような場
だけでは不十分）
・施策ガイドラインなどを作
り、実践している地域から
資料を取り寄せて検討す
るのがより良いものが作
れると思う。
・手話言語条例は大抵議
会を通して採択、制定され
るケースが多いので市議
員とのパイプ作りも大切。
ただし、議員の実績作りの
ために利用される可能性
もあることを頭に入れてお
くこと。
・行政、議員双方に良い関
係を築いておくこと。
・他の障害者団体とも連携
をよくしておくと、制定に向
けての協力をしてもらえる
こともある。
・手話講習会、手話講座
への依頼が増えるため、
「誰でも簡単に手話を教え
られる」教材やガイドライン
作成は必須です。
・手話通訳派遣事業があ
る地域の場合、手話通訳
派遣が増えることもあり、
育成のための通訳養成講
座に対してはさらなる成果
を求められるようになりま
す。

・慌てて作っても、中身が
大事なので、じっくりと時間
をかけて作るほうが良いと
思います。
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

11 12 13 14 15
富士見市 坂戸市 ふじみ野市 三芳町 毛呂山町

県西 県西 県西 県西 県西

設置 無い 無い 設置 無い

2015年5月11日 2015年5月11日

手話言語条例制定に伴う
検討委員会

委員会は設置されず、市
との話し合い（4回）、議員
との話し合い（5回）を重ね

手話言語条例制定に伴う
検討委員会

１２人 12人

富士見市・三芳町支会、
市町サークル、教育委員
会、学識経験者、行政

（市・町課長）

富士見市・三芳町支会、
市町サークル、教育委員
会、学識経験者、行政

（市・町課長）

富士見市障がい福祉課・
三芳町福祉課

富士見市障がい福祉課・
三芳町福祉課

6ケ月／6回 6ケ月／6回

無い 設置 無い 無い 無い

2018年6月

手話言語条例検討委員会

6人（最初は7人）

支会、手話サークル、市登
録手話通訳者班

3ケ月/1回

・2018年8月1日：条例勉強
会開催（講師：埼聴協手話
言語条例委員会、町議員
8名出席）
・2018年11月20日：条例制
定を求める請願提出
・2018年12月11日：町議会
で請願採択
・2019年3月～4月：ﾊﾟﾌﾞﾘｯ
ｸｺﾒﾝﾄ実施
・2019年6月11日：手話言
語条例制定

・手話言語条例が制定さ
れたから終わりではなく、
いかに一般の聞こえる人
に広めていくかが大切だと
思います

・2018年7月より、市（障害
者福祉課）、市議員（会
派）との数回の話し合いを
行い、条文や施策等を話
し合ったので、準備委員会
は設けていなかった。
・市議員議員や職員も含
めた勉強会（講演会）を開
催したことで、条例制定に
向けた動きが出てくるよう
になった。
・こちらが理想とする条例
を案として出して、話し合
いを進めていった。
・市民コメントも積極的に
活用した。
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

16 17 18 19 20
川口市 上尾市 伊奈町 熊谷市 行田市
県南 県南 県南 県北 県北

設置 設置 無い 無い 無い

2016年12月8日 2015年1月

川口市手話言語条例制定
プロジェクト

上尾市手話言語条例に関
する会議

10～15人 10人

自民党、支会、サークル 支会、通研

市議会事務局 障害福祉課

2ケ月／1回 6ケ月／1回

設置 設置 無い 設置 無い

2016年1月17日 2014年2月
設置はしていないが、検討
会の前に事前に相談し、

意見を述べた。
川口市手話言語条例制定

プロジェクト
上尾市手話言語条例に関

する推進委員会
手話言語条例検討委員会

10名 7人 6人 10人

支会・サークル 支会、通研
伊奈町手話の会・町民代
表（ろう者2名・その家族・

聴者1名）
支会、サークル

1ケ月／1回 2ケ月　／　　1回 1ケ月／1回 2ケ月／１回

・行政や市議員、できれば
事業者、市民団体にも聴
覚障害者としての特性や
本質を知ってもらうための
機会を設ける。そして、手
話言語条例に向けて、聴
覚障害者に対する正しい
認識のもと、手話の必要
性を十分に理解しながら、
より効果的な提言・政策を
考えていく。そのために
は、行政を含め、事業者、
市民ともに検討を重ねな
がら、必ず、実現していくと
いう努力を続けていくこと
が大事である。

【行政関係】
・手話言語条例制定のみ
に限らず、日常的に行政
（担当課）と絆を大切にす
る
・条令制定を目指すため
のプロジェクトを設け、行
政（担当課）と話し合う
・議員提案（議員立法）は
当事者（聴障会）の思いが
伝わりにくいので、当事者
（聴障会）の本音が反映で
きる「行政提案（行政立
法）」が望ましい
【議員関係】
・会派ごとに「ろう者の現
状と課題」を説明し、条例
の必要性を理解してもらう
【担当課】
・「ろう者の現状と課題」を
説明し、条例の必要性を
理解してもらう
・条文作りは担当課と話し
合いを重ね、当事者であ
る聴障会の意見を反映さ
せる
・条文には条例の推進を
定期的に検証するため
の、「推進方針の策定」と、
それを協議する「推進委員
会」の設置は必須

・制定までの経緯＝「手話
でGO！」を基に、ろう者に
ついて隣市の聴障会から
町会議員への説明会を
行った。
・その後、町長が変わり、
町の文化祭の手話の会の
ブースで町長と話す機会
があり、言語条例の制定
について伝えた。
・その後、行政提案により
制定へ向けての話し合い
を行いたい旨の連絡があ
り、条文に対する意見交
換を6回開催し、議会での
制定、施行となった。
・伊奈町の場合、町長の
「お年寄り・子ども・障がい
のある方など誰もが住み
良い、人にやさしいまち」
を目指す施策により、実現
した。

・行政提案と議員提案が
ありますが熊谷市の場
合、市長が不安という考え
があったため議員提案で
全員採択された経過があ
ります。
・行政で難しい場合、議員
提案をお勧めしたいと思い
ます。
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

21 22 23 24 25
秩父市 本庄市 鴻巣市 桶川市 北本市
県北 県北 県北 県北 県北

無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 　無い

・後発地域は、前例に倣う
ことが多くスピーディーに
進む分、会員の意識が追
い付かない、あるいは行
政の理解が深まらない恐
れがあります。
・十分に審議を重ねること
が大事だと思います。

・聴覚障害者協会と手話
サークルで協力して、議員
や市役所との関わりを積
極的に持つようにしてくだ
さい。
例：市民イベントへの出
店、議員との懇談会（聴覚
障害者協会から働きかけ
ると良いです。）、市議員
選挙で候補者に質問状を
出す。

・協会とサークルで、学習
会を開催することが大切
です。
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

26 27 28 29 30
横瀬町 皆野町 長瀞町 小鹿野町 美里町
県北 県北 県北 県北 県北

無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い

・後発地域は、前例に倣う
ことが多くスピーディーに
進む分、会員の意識が追
い付かない、あるいは行
政の理解が深まらない恐
れがあります。
・十分に審議を重ねること
が大事だと思います。
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A 設置

B 設置日

C 委員会名称

D 委員数

E 委員選出団体

F 事務局

G 開催頻度

H 設置

I 設置日

J 委員会名称

K 委員構成

L 選出団体

M 開催頻度

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

取り組んでいる地域への支援

言語条例制定を目指している地域
への支援や助言があれば記入し
てください

N

No
市町村No
市町村名
ブロック

31
神川町
県北

無い

無い

・後発地域は、前例に倣う
ことが多くスピーディーに
進む分、会員の意識が追
い付かない、あるいは行
政の理解が深まらない恐

れがあります。
・十分に審議を重ねること

が大事だと思います。
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1 2 3 ※ 4
春日部市 草加市 幸手市 吉川市 白岡市

県東 県東 県東 県東 県東

1 243,000人 249,645人 50,886人 73,050人 52,115人

2 制定見込み日 予定なし 未定 未定 2019年12月10日制定 2020年制定見込み

3 設置 無い 無い 無い 設置 設置

4 設置日 2019年2月21日 2019/7/28

5 委員会名称
吉川市手話言語条例

検討委員会
手話言語条例検討委員会

6 委員数 10人 10人

7 選出団体

市社協、市障害者相談支
援センター、民生委員・児
童委員協議会、学識経験
者、一般市民（公募）、支
会、手話関係団体

支会、サークル、福祉課

8 開催頻度 1～2ケ月／1回 1ヶ月／1回

9 設置 無い 設置 無い 無い 無い

10 設置日

11 委員会名称
手話言語条例

合同実行委員会

12 委員数 9人

13 選出団体

支会(4人)、通研(5人)

14 開催頻度 不定期

15 市町村への要望 あり あり 無い あり 無い

16 議会（議員）への要望 あり 無い 無い あり 無い

17 障害者福祉課への要望 無い あり 無い あり 無い

18 その他への要望 あり 無い 無い 無い 無い

19 要望した相手 市長

20 学習会の開催 無い あり あり あり 無い

21 意見交換会の開催 無い 無い 無い あり あり

22 その他

23

2つの政党との懇談会あり
（議会に意見が２回出され
ました）

コミュニケーション条例と
一緒に制定されない様に
市に働きかけた

24 課題（行き詰まっていること）

会員がまだよくわからない
ので、本部に学習会を依
頼したいと思っています。

条例が進まない

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会
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1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

5 6 7 8 9
宮代町 杉戸町 松伏町 所沢市 飯能市
県東 県東 県東 県西 県西

44,777人 29,165人 344,233人 79,553人

未定 未定 　見込みなし 未定

無い 無い 無い 無い

無い 無い 設置 無い

2018年4月

手話言語条例プロジェクト
チーム

6人

支会、手話サークル、要約
筆記サークル

4ケ月／1回

無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い

無い 無い あり 無い

無い 無い 無い 無い

無い 無い あり 無い

無い 無い 無い 無い

町長出前座談会でちょっと
話したくらい。

その後支会の会員減少も
あり進んでいない。

手話言語条例の制定に繋
げるべく話し合いは、年に
１回、町長、福祉課長と
行っている。

その都度、お会いした議
員へ説明・PRを行ったり、
広報へ市民が手話を覚え
るための動画を配信したり
している。

小中学校他へ手話は言語
であることを伝えている。

手話言語条例が何なのか
理解が難しい。

条例制定後の動きがわか
らない。

予算不足を前面に出され
てしまい、かろうじて手話
講習会(入門・基礎を交互)
は開かれるものの、なか
なか行政の理解が得られ
ない。

共生条例が先に施行さ
れ、その中に「手話は言語
である」一文が含まれてい
るため、改めて手話言語
条例は必要ないとの市長
の考えがある。

市長は全国手話言語市区
長会に参加しない。

所沢市障害者差別解消条
例検討会で、委員として手
話言語条例は別にして欲
しいと要望したが。

会員が集まらないので、勧
められなかった。
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1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

10 11 12 13 14
狭山市 入間市 志木市 和光市 新座市
県西 県西 県西 県西 県西

150,728人 150,000人 76,443人 83,810人 165,727人

未定 2020年12月1日 未定 未定 2021年～2022年

無い 設置 無い 無い 無い

2019年5月

手話言語条例勉強会

21人

支会・サークル・要約筆記
サークル

2ケ月／1回

無い 設置 設置 無い 無い

2019年4月 2019年4月

手の会 手話言語条例準備委員会

17人 5人

上記の選出団体と同じ 支会、サークル

1ケ月／1回 3～4ケ月／1回

あり 前年度に市長に要望 無い 無い 無い

あり 無い 無い 無い 無い

あり 無い あり 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い

無い あり あり 無い 無い

無い あり あり 無い 無い

市長選で、手話言語条例
について公開質問状を送
り、候補者全員から回答
有。

あいサポート研修の「当事
者の声」で手話言語条例
の必要性を説明している。

狭山市障害者団体連絡協
議会の企画「新年の懇談
会」で市議員に手話言語
条例の制定を説明した。

サークル内の手話言語条
例についての知識を深め
るために埼聴協手話言語
条例委員会に講師派遣を
依頼し講演会を開催

障害者福祉課長は手話言
語条例を制定する必要性
が低いと思っている。何回
かも説明したが、もう定年
だからと逃げているよう
だ。

2019年4月時点での福祉
課との条例についての話
し合いでは、聴覚障害者
のみに限定した条例制定
は検討していないという意
向だった。

市としては他の障害も含
めた共生社会を目指す内
容の条例を検討中のよう
である。

当事者（ろう者）からの要
望がないため進まないこ
と。

人材が足りない
知識が足りない



アンケート集計（未制定地域） 2020年4月 4/7

1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

15 16 17 18 19
鶴ヶ島市 日高市 越生町 滑川町 嵐山町

県西 県西 県西 県西 県西

55,696人 19,294人 13,661人

未定 未定 未定

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

・厳しい現状があるため、
各地域に行政に情報提供
もまだできていない現状で
す。
・手話サークルが無い。
・ろう者がいる（会員２名）
仕事のため話し合いの場
が持てない。



アンケート集計（未制定地域） 2020年4月 5/7

1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

20 21 22 23 24
小川町 川島町 吉見町 鳩山町 ときがわ町
県西 県西 県西 県西 県西

29,551人 19,952人 19,540人 17,890人 11,067人

未定 未定 未定 未定 未定

無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い

無い 無い 無い 無い 無い

あり 無い 無い 無い あり

無い 無い 無い 無い 無い

あり 無い 無い 無い 無い

あり 無い 無い 無い 無い

福祉課職員が、県主催の
イベント・学習会に参加

手話言語条例に関する学
習会に参加した。

・福祉課と話し合いをし
た。

・厳しい現状があるため、
各地域に行政に情報提供
もまだできていない現状で
す。
・手話サークルが無い。
・ろう者がいる（会員１名）
高齢者。一緒に活動はな
かなか難しい状況です。

・厳しい現状があるため、
各地域に行政に情報提供
もまだできていない現状で
す。
・率先してやるという意識
が乏しく感じる。
。近隣の地域の意向をもと
に動いているように感じ、
なかなかと理解が得られ
ない。



アンケート集計（未制定地域） 2020年4月 6/7

1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

25 26 27 28 29
さいたま市 蕨市 戸田市 羽生市 深谷市

県南 県南 県南 県北 県北

1,314,146人 75,635人 140,612人 54,642人 143,243人

見込みがない 未定 2020年6月1日 未定 2020年度中

無い 無い 設置 無い 無い

2019/9/18

手話言語条例に向けた
代表者会議

7～8人

支会、通研、身体障害者
福祉会、社協、市

年／2回

無い 無い 無い 無い 設置

2017年8月

深谷市手話言語条例
プロジェクト

12人

支会、サークル、社協(派
遣事務所)、（他に福祉課、
市議のオブザーバー参加
あり）

1ケ月／1回

あり 無い あり 無い 無い

あり 無い あり 無い あり

あり あり あり あり あり

無い 無い 無い 無い 無い

無い 福祉総務課　課長

あり あり あり 無い あり

あり 無い あり 無い あり

昨年度、手話言語条例の
シンポジウムの取り組み
を行った。

埼聴協手話言語条例委員
会の講演

群馬大学 金澤貴之教授
の講演に市障害福祉課3
名、市議員2名の参加が
あった。

市議会の各党代表に要請
行動を行ったが、最終的
には、市議会保健福祉委
員長が見送りとされた。

今まで市議会議員の学習
会や市障害者政策委員会
に提案など取り組んできた
が、成果はなかった。

来年度以降の取り組みは
見送ることにした。

現行条例(まごころ条例)が
ネック

他の障害者コミュニケー
ション促進と合わせた包括
案が市より提案され、検討
および意見交換を続けて
いる。
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1

2 制定見込み日

3 設置

4 設置日

5 委員会名称

6 委員数

7 選出団体

8 開催頻度

9 設置

10 設置日

11 委員会名称

12 委員数

13 選出団体

14 開催頻度

15 市町村への要望

16 議会（議員）への要望

17 障害者福祉課への要望

18 その他への要望

19 要望した相手

20 学習会の開催

21 意見交換会の開催

22 その他

23

24 課題（行き詰まっていること）

その他
（上記以外に取り組んだ内容）

No
市町村No
市町村名
ブロック

人口数

行
政
・
議
員
等
に
よ
る

準
備
委
員
会

支
会
・
手
話
関
係
団
体

準
備
委
員
会

要
望

学
習
会

30 31 32
東秩父村 上里町 寄居町

県北 県北 県北

2,753人 31,006人 32,576人

未定 未定 未定

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い あり あり

無い 無い 無い

無い あり 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

無い 無い 無い

・厳しい現状があるため、
各地域に行政に情報提供
もまだできていない現状で
す。
・手話サークルが無い。
・ろう者がいない。
・難聴者（高齢者）がいる。

聴覚障害者の現状、手話
言語条例制定の趣旨等に
関し、町長の理解が得ら
れない状況


